
作成日 平成　 年　 月　 日
更新日 平成　 年　 月　 日

１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）＊数字は記入しない

A
B
C

② 意図（対象がどのような状態になれば良いのか） ④ 成果指標（意図の達成度を表す指標）＊数字は記入しない

 成果指標の測定企画  （実際にどのように実績値を把握するか）

２　指標等の推移

施策統括部 総務部 部長名 合志 良一
施策主管課 総務課 課長名 建岡 純雄

0

16,039 18,618

1,112,944

被害総額、死傷者数は総務課にて把握。
防災に対する取組みを行っている市民の割合は意識調査にて把握
設問：「あなたは家庭内で防災に対する取組み（非常持ち出し袋の携帯、家族での
話合い等）を行っていますか？」
選択肢：①行っている　②行っていない
設問：「あなたは地域・職場内で防災に対する取組み（防災訓練の参加、自主防災
組織・消防団への参加等）を行っていますか？」
選択肢：①行っている　②行っていない
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施策マネジメントシート１（22年度目標達成度評価）

全庁横断課題『子育て支援日
本一のまちづくり』との連携

・関連性はある。・台風等の災害発生時に、小中学校は児童、生徒の登下校に対する連絡体制が整えられており、私立
保育園、幼稚園についても、その連絡体制づくりをめざす。・学校の耐震体制の整備←災害発生時の避難所として強度
不足の体育館については別の避難所で対応している。（西合志南中・西合志南小・西合志中央小・西合志第一小の体
育館については、現在耐震診断を発注している。西合志中学校の体育館については、平成19～20年度で建替えを計
画）
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人々が安全に安心して暮らせるまちづくり

D

市内全域と市民、観光客等

A

災害等から生命や財産を守る

・地震、自然災害発生に対する、自助・共助・公助による防災体制の整備
・災害に強いまちづくり
・武力事態など有事の際や市民の安全を脅かす危機の発生に対し、災害対策本部の設置など、迅速に対応できる体制
づくりをめざす。
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危機管理・防災対策の推進

家庭内で防災に対する取組み（非常持ち出し袋の携帯、家族
での話合い等）を行っている世帯の割合
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職場・地域内で防災に対する取組み（防災訓練の参加、自主
防災組織・消防団への参加等）を行っている市民の割合
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A:台風大雨等被害額（罹災証明の申請額）、火災被害額の目標値は、台風大雨等の規模を18年度程度と想定して、田
畑等の被害はそれほど減らない。火災は民家火災は10件程度、今後の防火対策により、多少減少すると想定すると、被
害額は、70,000千円と設定する。
B:死傷者数（実績）18年度の1名は、台風時の屋根からの転落である。合志市では、人的被害も少なく、目標値は、０人
と設定する。
C：合志市では、人的被害も少なく、意識が高まりにくい状況にあるが、防災意識の高揚にむけて取組みを強化すること
で、22年度には40％を目標値として設定する。
D:目標値は、住民の防災意識の高揚にむけての取組みを強化することで、22年度40％と設定する。
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総合計画で定めた施策名を記載しています。
この施策の取組を中心的に行う統括

課と関係する課を記載しています。

施策の目的（対象と意図）を記載しています。

対象を表す指標を記載しています。

意図の達成度を表す「成果指標」を記載し
ています。

「成果指標」の把握方法を記載しています。

それぞれの「対象指標」について、計画期間の見込み値と、把握した実績値を記載していま
す。（計画期間以前も実績値が把握できるものは記載しています。）

それぞれの「成果指標」について、計画期間の目標値と、把握した実績値を記載していま
す。（計画期間以前も実績値が把握できるものは記載しています。）

この施策のコストとして、関連する事務事業のコストを集計して、記載しています。

この施策に関連する
事務事業数

総合計画策定時に定めた、この施策の基本計画期間Ｈ２０～２２年度における目標設定
根拠や方針、全庁横断課題との連携について記載しています。
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３　施策の特性・状況変化・住民意見等
①　この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

イ）行政の役割（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

②　施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？（平成23年度を見越して）

③　この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

①　施策の目標達成度（22年度目標と実績との比較）

Ａ → ○ 【　被害総額（実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 】

：
Ｂ → × 【　死傷者数（実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 】

：
Ｃ → △

：
Ｄ → △

：

※○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％程度）　×；目標を未達成
②　施策の振り返り（施策の方針、全庁横断課題との連携の達成度等）

（１） 22年度経営方針である、「市民への危険箇所及び避難所の周知徹底を図る。」については、消防団により危険箇所の点検・
調査を実施し、また県及び市では土砂災害危険箇所の地域住民へ啓発周知を行った。「新型インフルエンザに対する行動計画
の策定と市民への周知徹底を図る。」については、Ｈ２１年度に行動計画を策定し、Ｈ２２年度にホームベージ等で周知を行っ
た。「各家庭での防災に対する取り組みを働きかける。」については、総合防災訓練や各地域で行われた防災訓練等で家庭での
防災に対する取組みや意識付けについて啓発を行った。「災害時の要援護者の避難支援計画に基づき、地域との共有化を図
る。」は、総合防災訓練において、要援護者の避難訓練等を実施し、市民に対して周知を行い要援護者の避難支援計画につい
て理解と協力を求めた。　　「個人住宅の耐震化に対する支援については、市耐震改修促進計画に基づき、建築物耐震診断事
業補助金交付要綱により、昭和56年5月31日以前に着工、建築した住宅・建築物の耐震診断を行う者に対して、引き続き耐震診
断費用の一部を助成していく。」については、Ｈ２２年度は申請なし。「自主防災組織の結成を促進し、既設組織については必要
に応じて活動支援を行うとともに、組織的・体系的な防災訓練の実施について、計画的に取り組んでいく。」については、Ｈ２２年
度に自主防災組織が新規に２行政区結成された。自主防災組織結成については特に消防団を持たない地域の結成促進を図っ
ているので、今後も対象地域を重点に啓発していく。
（２） 事務事業貢献度評価の結果では、平成２２年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として、災害時要援
護者避難支援計画策定及び進行管理業務事業があげられ、貢献した事務事業には建築物耐震対策事業と調整池管理事業が
あげられた。

４　施策の評価

※左記の背景として考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

Ａ・Ｂについては、昨年全焼・半焼の火災が
数件あり、その火災により１人死亡したため
Ｃ・Ｄについては、目標値・実績値とも前年度
より上がっている。これは、市民の防災意識
が向上したものと思われるので、今後も引続
き啓発等により防災の意識付けを行う。

目標値70,000千円に対し実績値48,989千円であり、目標は達成できた。

目標値０人に対し、実績値1人であった。目標は達成できなかった。

【　家庭内で防災に対する取組み（非常持ち出し袋の携帯、家族で
の話合い等）を行っている世帯の割合　】

目標値40.0％に対し実績値35.8％であり、達成度は89.5％であった。
【　職場・地域内で防災に対する取組み（防災訓練の参加、自主防
災組織・消防団への参加等）を行っている市民の割合　】

目標値40.0％に対し実績値35.8％であり、目標は達成できなかった。

施策マネジメントシート２（22年度目標達成度評価） 危機管理・防災対策の推進

・非常持ち出し袋の携帯、家族での話合い等を推進してもらう。
・災害ボランティアに参加してもらう。
・防災訓練に参加してもらう。
・自主防災組織へ参加してもらう。

・地域防災計画書（災害予防、災害応急対策、災害復旧）に基づいた実施。火災に対する啓蒙、広報
・危険箇所に住む人々に関する説明　　・自主防災組織結成への働きかけ
・避難体制の確立
・国民保護法に基づく実施（国民保護計画に基づく総合的な国民保護対策）
・公共施設の耐震化

・平成13年4月に土砂災害防止法が制定された。国土交通省から土砂災害の役割分担が明確化された。危険箇所を
無くす方向から、危険箇所の住民を避難させる方向に変化している。
・新型インフルエンザ対策について、保健所を中心に管内の市町で作業を進めていくことになっている。
・災害等に関する情報伝達方法が進化する。
・東日本大震災を受けて、市民の防災意識が高まる。

・新型インフルエンザに対する市の取組みについて、議会での一般質問がなされた。
・災害時要援護者避難支援計画について、策定状況、情報提供などについて、議会での一般質問がなされた。
・私有地に設置している防火水槽の撤去について要望が多い。
・防災行政無線による放送について、苦情が多い。
・東日本大震災を受けて、議会で地域防災計画書の見直しについての一般質問があった。
（平成22年度の施策評価における総合政策審議会意見）
１．火災報知器の設置が義務化されるので、未設置者への対応をより一層促進する必要がある。
２．消防団活動については、市民に向けての広報や団員確保に向けた啓発が不十分なため市民に浸透して　いな
い。
３．危機管理・防災に対する啓発が不十分と思われるので、早くきめ細かな情報提供を行なうことが必要である。
（平成22年度の施策評価における議会意見）
１．啓発をとおして住民意識の高揚を図ると共に、災害等の行政情報については、迅速かつわかり易く市民に伝える
こと。
２．防災訓練を徹底し、防災体験の活用および危険箇所の公表をすすめること。

この施策を取り巻く対象者や根拠法令等の状況が、今後どのように変化するかについて記載しています。

この施策への、住民や議会からの意見・要望を記載しています。

それぞれの成果指標について、目標値と実績値を比較して、
達成割合を示しています。

それぞれの成果指標達成状況の背景・根拠
等を記載しています。

上記「①施策の目標達成度（○○年度目標と実績との比較）」および○○年度合志市経営方針を踏まえて、施策の振返
りを行っています。

この施策の役割分担を、「住民の役割」と「行政の役割」に分けて記載してます。

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(評価の部) －



６　次年度に向けた取り組み方針
●　政策推進本部　平成24年度合志市経営方針(平成23年10月12日）

１．東日本大震災を踏まえた防災計画の見直しを図る
２．市民への防災に対する啓発と災害予報等の情報提供を図る
３．あらゆる災害を想定した危機管理体制の確立に努め、防災体制の強化を図る
４．災害時の要援護者計画に基づき、地域との連携を進める
５．住宅等の耐震化に対する支援を行なう
６．自主防災組織の結成を促進するとともに、消防団活動のPRや団員確保に向けた啓発を推進する

③　議会の行政評価における指摘事項(平成23年9月30日）

危機管理・防災対策の推進施策マネジメントシート２（22年度目標達成度評価）

③　施策の課題（基本計画期間を見据えて、どのような課題を解決していかなければならないか）

５　施策の22年度結果に対する審査結果

②　総合政策審議会での指摘事項平成23年8月10日、17日、24日まとめ）

・個人住宅の耐震化整備については、市民への啓発をすすめると共に、診断費用補助の増額についての検討をす
すめること。
・防災訓練の実施については、地域の実情に応じた実施方法の検討が必要である。
・自主防災組織の設置に向けての働きを強化し、防災に対する組織の向上を図ること。
【特記事項】
※東日本大震災を踏まえた国および県の防災計画を受けて、市の防災計画の見直しを早急に図ること。

（１）危機管理対策基本方針に基づき、危機管理体制の確立
（２）地震、自然災害発生に対する、自助・共助・公助による防災体制の整備
（３）災害に強いまちづくり
（４）武力事態など有事の際や市民の安全を脅かす危機の発生に対し、災害対策本部の設置など、迅速に対応できる体制作り

④　第１期基本計画の振り返り、総括

【第1期基本計画の方針】
・地震、自然災害発生に対する、自助・共助・公助による防災体制の整備
・災害に強いまちづくり
・武力事態など有事の際や市民の安全を脅かす危機の発生に対し、災害対策本部の設置など、迅速に対応できる体制づくりを
めざす。
【方針に対する振り返り】
・総合防災訓練や地域で行われた防災訓練等で各家庭での防災に対する取組みや意識付けを行った。また、危機管理基本方
針を策定し、市地域防災計画と併せ災害の発生に迅速に対応できるような体制に取り組んだ。

①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成23年7月12日）

・各部署が想定される危機に対するマニュアル作成を早急に行う必要がある。
・自主防災組織の未設置区について、早急な設置に向けて働きかけることが必要。

・東日本大震災や最悪の状況を踏まえた防災計画の見直しが必要である。
・職員自身の危機管理・防災について意識を持たせる努力が必要である。

施策の振返りを踏まえて、今後の取組や解決すべき課題について記載しています。

施策の結果（「４施策の評価」等）に対する、市長・副市長・教育長と各部長で組織する「政策推進本部」、市民、
有識者等で組織する「総合政策審議会」、「市議会」からの指摘事項を記載しています。

平成２２年度は、第１期基本計画の最終年度となりますので、第１期基本計画の方針に対する取組結果を記載してい
ます。

「５ 施策の○○年度結果に対する審査結果」を踏まえ、市長・副市長・教育長と各部長で組織する「政策推進本部」で
決定した、平成○○年度の経営方針を記載しています。

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(評価・審査の部)－
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実績値 32

90.390.3

19年度18年度

実績値 未把握 90.2 90.2

災害に備えることが出来る

90.2

C
家庭内で防災に対する取組み（非常持ち

出し袋の携帯、家族での話合い等）を行っ

ている世帯の割合

％
目標値

B

公的機関の耐震化
率

基本事業名 災害の未然防止対策

成果指標名 単位

対象 市内全域（財産）・市民・来訪者

数値区
分

16年度

1

17年度

数値区
分

全ての箇所について復旧ができた。

100

19年度

基本事業名 災害復旧対策

対象

A

市内全域（財産）・市民

実績値

％

施策マネジメントシート3(22年度目標達成度評価）平成 23 年度

A

危険箇所の未整備
箇所数

基本事業担当課 総務課

20年度

90.2

８　基本事業の22年度の振り返り（目標達成度評価）と24年度に向けての課題

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）
市の管理に属する被災箇所に関しては、原型復旧と併せて発生防止に必要な対策を具体的に講じるので、基本的に100％を達成目標とする。

単位

実績値

21年度

100100

17年度

８　基本事業の22年度の振り返り（目標達成度評価）と24年度に向けての課題

未把握

A
被災復旧箇所数／被
災箇所数×１００ 100実績値

目標値

数値区
分

目標値

16年度

A：当面は、地元消防団がない行政区（17年度末33行政区）に組織を働きかける。1年あたり3行政区の組織化を働きかけることで25.3％を達成目標とする。
B:避難計画における避難できる施設(小中学校の体育館・公共施設等）の機能の整備については、必要最小限の設備及び資機材の整備を行い、かつ人的配置を充
実し100％を達成目標にしている。

意図 被害を回復できる

基本事業担当課

19年度

目標値

100

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

100

成果指標名

3

18年度

100

総務課

22年度

100100

20年度

27.6
25.3

100 100

21.5

・自主防災組織の結成については、防災訓練等を通じて啓発を行っており、前年に比べ増加しているが今後も繰り返し啓発を行っていく。

未把握 12.7 27.6

32

35.0

21年度

基本事業担当課

10.1 10.1
13.9

32

自主防災組織率

30.0
24.6 25.9

25.0

18年度

被害を最小限にとどめることができる

20年度

総務課

24.1

意図

92.7

33.9 35.8

31
92.7

31

35.8
40.0

21.4
36.0

22年度

97.895.7

21年度

意図

８　基本事業の22年度の振り返り（目標達成度評価）と24年度に向けての課題

％D
実績値 29.3 34.1

30.0 40.033.0

22年度

34.8

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

　

A：耐震化改修の年次計画。未耐震は、小中学校校舎および体育館。（ただし、非木造２階建て以上を対象）
B：人家に関わる危険箇所数。規模・費用ともに膨大なので県等関係機関との協議により整備していきたい。１箇所でも減少するよう努める。
C：家庭内での取り組みは、防災訓練や広報での意識の高揚をさらに図ることで、22年度40％を目標とする。
D:職場、地域での取組の割合は、防災訓練や広報での意識の高揚をさらに図ることで、22年度では40％を目標として設定する。

2

･公的機関の耐震化は、計画的に進めていく。
・災害の未然防止は、市民にも協力していただくことでもあるので、今後も住民啓発に努める。

基本事業名 災害時応急対策

成果指標名 16年度 17年度

対象 市内全域（財産）・市民・来訪者

単位

総合計画で定めた、施策の目的達成のための手段である「基本事業」について記載しています。

基本事業の成果の達成度等を踏まえて、振返りを行っています。

総合計画で定めた、施策の目的達成のための手段である「基本事業」について記載しています。

基本事業の成果の達成度等を踏まえて、振返りを行っています。

総合計画で定めた、施策の目的達成のための手段である「基本事業」について記載しています。

基本事業の成果の達成度等を踏まえて、振返りを行っています。

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ3－


